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危
機
管
理
課
②

防災基盤・体制の
充実

①
具
体
的
目
標

　現在、防災（危機管理）情報伝達に
は、防災行政無線、緊急情報配信
メール、ホームページ等を活用してい
るが、旧市域における屋外拡声器の
拡充及び聞き直し装置の設置、登録
者数の拡大、ＨＰトップページの活用
を図る。

・旧市域におけるＭＣＡ屋外拡声器の増設
　　　（７基を年度内に設置）

・各種イベントや関係会議等でのＰＲを実施し、
緊急情報配信メール登録者数の増大を図る。
（年度を通して）
　

・広報広聴課と連携しながら、市ＨＰ改修に併
せ、緊急・危機管理情報のトップページ登載等
を行う。（年度を通して）

・現在における防災行政無線の状況把握及び
将来的な整備方針の検討を実施する。（年度
を通して）

・防災行政無線の聞き直し装置を整備する。
（上半期まで）総務部①

②
課
題

、
特
記
事
項
等

　旧市域における屋外拡声器につい
ては、今後どれだけ増設しても市民
の満足は得られないと思われるが、
先ず音達区域の空白地帯を埋める
増設事業を行う。
　また、他地域においてもアナログ無
線が使用されていることから、全市域
的な防災行政無線の再整備に向け
た検討を実施する。

①
具
体
的
目
標

②
課
題
・
特
記
事
項
等

危
機
管
理
課
　
①

危機管理体制の強
化

①
具
体
的
目
標

　危機管理強化の根幹は情報伝達
の迅速化であることから、緊急時に
おける連絡体制の整備と、危機管理
監を含めた危機管理課と各部課かい
等との連携体制の整備を図る。

・危機管理指針を改正する前段階における基
本理念の提示。　（済）

・緊急時第一報（連絡体制）の提示　（済）

・新たな危機管理指針の提示　（早急に）

・新たな危機管理マニュアルの作成　（第１四
半期）

課重
点事
業番
号

②
課
題

、
特
記
事
項
等

　組織再編が行われたことから、早
急に現体制に合致した方針及び体制
の更新を行う。

総務部①

平成２７年度　目標管理シート　（課別組織目標）

課かい名 課かい長名

組織目標

　八代市総合計画後期基本計画に掲げた基本目標である『安全で快適に暮らせるまち』、その施策の大綱である
「安全で安心なまちづくり」に基づき、危機管理課に関連する「防災・消防体制の整備」、「危機管理体制の強化」、
「洪水・崖崩れ防止対策の促進（ソフト関係）」の３施策を念頭に、市民の生命、身体、財産を災害等から守るととも
に、被害を軽減する。

課重点事業 ①具体的目標（当該年度で、何を（どのよう
な現状を）どのような状態にするのか）

②課題、特記事項等

具体的目標を達成するための
具体的な方法、手段、スケジュール等

・上半期（４月～９月）における進捗状況（活動
　実績等）
・下半期（１０月～３月）に向けた課題等

中
間
進
捗
度

・目標達成のために行った取組（活動実績等）
・その取組による効果(達成できなかった事由
  、理由等)

達
成
度

①具体的目標（次年度において、どのよう
　な現状をどのような状態にしたいのか）

②課題、特記事項等

今年度取り組む重点施策とその具体的目標等

変更内容

中間レビュー　（10月1日時点） 目標の達成状況（3月末時点見込） 次年度に向けて（引継ぎ事項）

関連重点施策番
号・支所重点事業

番号

危機管理課 東坂　宰



課重
点事
業番
号

課重点事業 ①具体的目標（当該年度で、何を（どのよう
な現状を）どのような状態にするのか）

②課題、特記事項等

具体的目標を達成するための
具体的な方法、手段、スケジュール等

・上半期（４月～９月）における進捗状況（活動
　実績等）
・下半期（１０月～３月）に向けた課題等

中
間
進
捗
度

・目標達成のために行った取組（活動実績等）
・その取組による効果(達成できなかった事由
  、理由等)

達
成
度

①具体的目標（次年度において、どのよう
　な現状をどのような状態にしたいのか）

②課題、特記事項等

今年度取り組む重点施策とその具体的目標等

変更内容

中間レビュー　（10月1日時点） 目標の達成状況（3月末時点見込） 次年度に向けて（引継ぎ事項）

関連重点施策番
号・支所重点事業

番号

危
機
管
理
課
④

消防力の充実

①
具
体
的
目
標

　地域防災力の中核をなす消防団に
ついて、団員の確保及び活動中にお
ける団員の安全性を高めるため、消
防団装備の充実を図る。

・団員減少率の高い地域においてはＯＢ等を
活用した限定活動消防団員の勧誘を実施す
る。（年間を通して）

・消防団の装備の見直しを推進し、整備計画を
作成する。（年間を通して）

・消防団員報酬や出動手当について、地方交
付税基準財政需要額の算定数値や県下自治
体の状況を勘案しながら、新たな基準の作成
にに向け検討を行う。（年間を通して）

②
課
題

、
特
記
事
項
等

　市域が広大な本市においては、地
域別の地理的条件等を考慮しなが
ら、地域にマッチした事業内容を検討
する必要がある。
　また、自主防災組織に関しては全
国平均組織率の８０％を少し下回っ
ていることもあり、設立に向けた更な
る市民への呼びかけを実施する。

②
課
題
・
特
記
事
項
等

②
課
題

、
特
記
事
項
等

　市全体における消防団員減少率は
微小であるが、地域別には減少率の
高い地域も散在している。
　人口減少及び青壮年層の減少に歯
止めがかからない現状では、団員の
確保も容易ではないが、装備・処遇
の改善と併せながら団員の確保に努
める。

②
課
題
・
特
記
事
項
等

①
具
体
的
目
標

危
機
管
理
課
③

①
具
体
的
目
標

　防災・減災については行政や消防
等の「公助」のみでは対応できず、市
民一人ひとりや家庭、或いは地域社
会といった「自助」及び「共助」なくして
は成り立たない。
　故に、市民の防災意識を高めるた
め、市民が参加できる事業を積極的
に実施する。

・総合防災訓練の実施（上半期）

・住民参加型防災訓練の実施　（年度内３校
区）

・自主防災組織設立の促進　（現在７８％を年
間を通して積上げ）

・防災出前講座等の積極的推進（年間を通し
て）

防災意識の高揚

①
具
体
的
目
標


